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組 合 公 報 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 １ ２ 日 

富山市下野９９５番地の３  

富山県市町村職員共済組合  

  電話０７６（４３１）８０３１ 

 

 公告第２２号 

 

富山県市町村職員共済組合貸付規則の一部変更について 

 

 富山県市町村職員共済組合貸付規則の一部変更については、地方公務員等共済組

合法第１０条第２項の規定により、平成２７年３月１１日付けで下記のとおり理事

長において専決処分したので公告する。 

 

 平成２７年３月１２日 

 

富山県市町村職員共済組合  

理事長  髙 橋 正 樹 

 

記 

 

 富山県市町村職員共済組合貸付規則（昭和 40 年規則第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条第５項第２号中「第１条に規定する高等学校」の次に「、中等教育学校（後

期課程に限る。）」を加える。 

 第５条第１項第４号ハ中「貸付けの申出があった」の次に「日の属する」を加え、

「10 万円」を「15 万円」に改め、同条第５項中「ただし、第４号」の次に「及び

第５号」を加え、同項第１号中「特別貸付」を「災害再貸付及び特別貸付」に、「（イ

を除く。）」を「ロ」に改め、「若しくは第３項」を削り、同項第３号中「災害貸付」

の次に「（災害再貸付を除く。）」を加え、「（イを除く。）に規定する金額」を「ロ」

に改め、「若しくは第３項」を削り、同項第４号を同項第５号とし、同項第３号の

次に次の１号を加える。 

 四 災害再貸付とその他の貸付け(特別貸付を除く。)とをあわせて行う場合 第

１項第３号ハ又は第３項に規定する金額（前項に規定する額が加算された場合

にあっては、当該金額に 300万円を加算した金額） 

 第５条第６項中「第 14条第２項及び第４項」を「第 14条第４項」に改める。 

 第６条中「修学貸付けにあっては、10万円」を「修学貸付けにあっては、１万円」
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に改める。 

 第 11 条第２項中「毎年３月又は４月に１年間分（修業年限の中途から貸し付け

る場合は、当該貸付けの申込みがあった月の翌月に当該貸付けを行う事業年度の残

月数分）を一時に」を「理事長が別に定めるところにより、第５条第１項第４号ハ

に規定する１月当たりの金額に 12（学年の中途から貸し付ける場合は、当該貸付け

の申出があった日の属する月の翌月から当該学年の末日の属する月までの月数）を

乗じた金額の範囲内で、一時に又は分割して」に改める。 

 第 14条第１項中「貸し付けた」を「貸付けを受けた」に改め、同項第４号中「修

学が終了した月」を「修学が終了した日又は高等学校等の修業年限を満了した日の

いずれか早い日の属する月（借受人から申出があった場合において、修業年限の満

了前に償還を開始することについて、理事長が特に必要と認めた場合には、その認

めた日の属する月）」に改め、同条第４項中「（第５条第４項に規定する在宅介護対

応住宅の場合において加算された額を含む。）」を削り、同項第２号中「償還期間内」

を「償還期間外」に改め、同項第４号中「学校」を「高等学校等」に改め、同項第

５号を削り、同条第７項中「、第２項、第４項、第５項又は前項」を「から前項ま

で」に改め、同条第９項中「、第４項、第５項及び第６項」を「、第３項及び第４

項」に改め、同条中第３項を削り、同条第４項を同条第３項とし、同条第５項から

同条第 10項までを１項ずつ繰り上げる。 

 第 15条第１項中「同条第４項後段」を「同条第３項後段」に、「同条第５項」を

「同条第４項」に、「第９項」を「同条第８項」に改め、同条第２項中「前条第３

項又は同条第７項」を「前条第６項」に改める。 

 第 17条第１項第２号中「一部を」の次に「理事長の承認を得ないで」を加える。 

 附則第４項（見出しを含む。）中「第 14 条第４項」を「第 14 条第３項」に改め

る。 

 

   附 則 

 この規則は、平成 27年４月１日から施行する。 
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富山県市町村職員共済組合貸付規則（昭和 40年６月 17日規則第１号）の一部改正  新旧対照表 

（傍線部分は、改正箇所を示す） 

現        行 改   正   後 備  考 

富山県市町村職員共済組合貸付規則 

 

第１条～第２条 （略） 

 

 （貸付けの種類） 

第３条 貸付けの種類は、普通貸付、住宅貸付、災害貸付、特別貸付、高

額医療貸付及び出産貸付とする。 

２～４ （略） 

５ 特別貸付は、次の号に掲げる貸付けの区分に応じ当該各号に掲げる事

由により資金を必要とするときに行う。 

 一 （略） 

 二 入学貸付 組合員又はその被扶養者（被扶養者でない子を含む。次

号において同じ。）の入学（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１

条に規定する高等学校、中等教育学校（後期課程に限る。）、大学若し

くは高等専門学校又は同法第 124 条に規定する専修学校若しくは同法

第 134 条に規定する各種学校又はこれらに準ずるものとして理事長が

定める要件に該当する外国の教育機関（以下｢高等学校等｣という。）に

入学する場合に限る。） 

三～五 （略） 

６・７ （略） 

 

第４条 （略） 

 

 （貸付金の限度額） 

第５条 貸付金の限度額は、次の各号の掲げる貸付けの種類に応じ、当該

各号に定める金額とする。 

 一～三 （略） 

 四 特別貸付 次のイからホまでに掲げる貸付けの種類に応じ、それぞ

れイからホまでに掲げる金額 

  イ・ロ （略） 

富山県市町村職員共済組合貸付規則 

［最終改正 平成２７年 月 日］ 

第１条～第２条 （略） 

 

 （貸付けの種類） 

第３条 貸付けの種類は、普通貸付、住宅貸付、災害貸付、特別貸付、高

額医療貸付及び出産貸付とする。 

２～４ （略） 

５ 特別貸付は、次の号に掲げる貸付けの区分に応じ当該各号に掲げる事

由により資金を必要とするときに行う。 

 一 （略） 

 二 入学貸付 組合員又はその被扶養者（被扶養者でない子を含む。次

号において同じ。）の入学（学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１

条に規定する高等学校、中等教育学校（後期課程に限る。）、大学若し

くは高等専門学校又は同法第 124 条に規定する専修学校若しくは同法

第 134 条に規定する各種学校又はこれらに準ずるものとして理事長が

定める要件に該当する外国の教育機関（以下｢高等学校等｣という。）に

入学する場合に限る。） 

三～五 （略） 

６・７ （略） 

 

第４条 （略） 

 

 （貸付金の限度額） 

第５条 貸付金の限度額は、次の各号の掲げる貸付けの種類に応じ、当該

各号に定める金額とする。 

 一～三 （略） 

 四 特別貸付 次のイからホまでに掲げる貸付けの種類に応じ、それぞ

れイからホまでに掲げる金額 

  イ・ロ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸付けの対象

となる教育機

関に新たに「中

等教育学校（後

期課程）」を追

加するもの。 

＊後期課程は、

高等学校に相

当する。 
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富山県市町村職員共済組合貸付規則（昭和 40年６月 17日規則第１号）の一部改正  新旧対照表 

（傍線部分は、改正箇所を示す） 

現        行 改   正   後 備  考 

  ハ 修学貸付 当該貸付けの対象となる高等学校等において定められ

ている修業年限の年数を限度として当該修業年限の年数に相当する

月数（修業年限の中途から貸し付ける場合にあっては貸付けの申出

があった日の属する月の翌月から起算して残存する月数） 

１月につき 10万円 

二・ホ （略） 

 五・六 （略） 

２～４ （略） 

５ 第３条第１項に掲げる貸付け（高額医療貸付及び出産貸付を除く。以

下この項において同じ。）をあわせて行う場合におけるそれぞれの貸付け

の合算額は、次の各号の掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる金

額を超えることができない。ただし、第４号     の場合において

理事長が特に必要と認めるときはこの限りでない。 

 一 普通貸付と普通貸付以外の貸付け（       特別貸付を除

く。）とをあわせて行う場合 第１項第２号若しくは第３号（イを除

く。）又は第２項若しくは第３項に規定する金額（前項に規定する額が

加算された場合にあっては、当該金額に 300万円を加算した金額） 

 二 （略） 

 三 一の貸付事由による災害家財貸付と住宅貸付又は当該貸付事由と同

一の貸付事由による災害住宅貸付若しくは他の貸付事由による災害貸

付           とをあわせて行う場合 第１項第３号（イ

を除く。）に規定する金額又は第２項若しくは第３項に規定する金額

（前項に規定する額が加算された場合にあっては、当該金額に 300 万

円を加算した金額） 

 （新規） 

 

 

 

 四 （略） 

 

  ハ 修学貸付 当該貸付けの対象となる高等学校等において定められ

ている修業年限の年数を限度として当該修業年限の年数に相当する

月数（修業年限の中途から貸し付ける場合にあっては貸付けの申出

があった日の属する月の翌月から起算して残存する月数） 

１月につき 15万円 

二・ホ （略） 

 五・六 （略） 

２～４ （略） 

５ 第３条第１項に掲げる貸付け（高額医療貸付及び出産貸付を除く。以

下この項において同じ。）をあわせて行う場合におけるそれぞれの貸付け

の合算額は、次の各号の掲げる場合の区分に応じ、当該各号に掲げる金

額を超えることができない。ただし、第４号及び第５号の場合において

理事長が特に必要と認めるときはこの限りでない。 

 一 普通貸付と普通貸付以外の貸付け（災害再貸付及び特別貸付を除

く。）とをあわせて行う場合 第１項第２号若しくは第３号ロ     

     又は第２項       に規定する金額（前項に規定する額が

加算された場合にあっては、当該金額に 300万円を加算した金額） 

 二 （略） 

 三 一の貸付事由による災害家財貸付と住宅貸付又は当該貸付事由と同

一の貸付事由による災害住宅貸付若しくは他の貸付事由による災害貸

付（災害再貸付を除く。）とをあわせて行う場合 第１項第３号ロ   

             又は第２項       に規定する金額

（前項に規定する額が加算された場合にあっては、当該金額に 300 万

円を加算した金額） 

 四 災害再貸付とその他の貸付け(特別貸付を除く。)とをあわせて行

う場合 第１項第３号ハ又は第３項に規定する金額（前項に規定す

る額が加算された場合にあっては、当該金額に 300万円を加算した

金額） 

 五 （略） 

 

貸付規則（準

則）に合わせた

文言修正 

 

修学貸付にお

ける１か月当

たりの貸付限

度額の引上げ 

 

引用条文が繰

下げられたこ

とへの対応と、

災害再貸付時

の既存貸付の

一括償還を不

要としたため、

複数の貸付け

を受けた場合

の貸付限度額

について、災害

再貸付を含め

た限度額を新

たに規定する

もの。 

 

 

 

 

号番号の繰下げ 
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富山県市町村職員共済組合貸付規則（昭和 40年６月 17日規則第１号）の一部改正  新旧対照表 

（傍線部分は、改正箇所を示す） 

現        行 改   正   後 備  考 

６ 財形住宅貸付を受けている組合員に対する住宅貸付及び災害貸付（災

害家財貸付を除く。第 14条第２項及び第４項において同じ。）に係る第

１項から前項までに定める金額は、当該金額から財形住宅貸付の未償還

元金の額を控除した金額とする。 

 

 （貸付金額の単位） 

第６条 貸付金の額は、前条の規定による限度額の範囲内において、普通

貸付及び特別貸付にあっては、２万円（修学貸付にあっては、10万円）、

高額医療貸付又は出産貸付にあっては、１千円、住宅貸付及び災害貸付

（前条第４項に規定する在宅介護対応住宅の場合において加算された額

を含む。）にあっては、10万円を単位として計算するものとする。 

 

第７条～第 10条 （略） 

 

 （貸付金の交付） 

第 11条 借受人は、前条の貸付決定通知書の交付を受けたときは、借用証

書に理事長が別に定める書類を添え、所属所長を経由して理事長に提出

しなければならない。 

２ 理事長は、前項による書類の提出を受けたときは、直ちに貸付金を交

付するものとする。ただし、住宅貸付にあっては、理事長が別に定める

ところにより、一時に又は分割して交付するものとし、修学貸付にあっ

ては、毎年３月又は４月に１年間分（修業年限の中途から貸し付ける場

合は、当該貸付けの申込みがあった月の翌月に当該貸付けを行う事業年

度の残月数分）を一時に                      

                            交付するも

のとする。 

 

第 12条・第 13条 （略） 

 

６ 財形住宅貸付を受けている組合員に対する住宅貸付及び災害貸付（災

害家財貸付を除く。第 14条第４項     において同じ。）に係る第

１項から前項までに定める金額は、当該金額から財形住宅貸付の未償還

元金の額を控除した金額とする。 

 

 （貸付金額の単位） 

第６条 貸付金の額は、前条の規定による限度額の範囲内において、普通

貸付及び特別貸付にあっては、２万円（修学貸付にあっては、１万円）、

高額医療貸付又は出産貸付にあっては、１千円、住宅貸付及び災害貸付

（前条第４項に規定する在宅介護対応住宅の場合において加算された額

を含む。）にあっては、10万円を単位として計算するものとする。 

 

第７条～第 10条 （略） 

 

 （貸付金の交付） 

第 11条 借受人は、前条の貸付決定通知書の交付を受けたときは、借用証

書に理事長が別に定める書類を添え、所属所長を経由して理事長に提出

しなければならない。 

２ 理事長は、前項による書類の提出を受けたときは、直ちに貸付金を交

付するものとする。ただし、住宅貸付にあっては、理事長が別に定める

ところにより、一時に又は分割して交付するものとし、修学貸付にあっ

ては、理事長が別に定めるところにより、第５条第１項第４号ハに規定

する１月当たりの金額に 12（学年の中途から貸し付ける場合は、当該貸

付けの申出があった日の属する月の翌月から当該学年の末日の属する月

までの月数）を乗じた金額の範囲内で、一時に又は分割して交付するも

のとする。 

 

第 12条・第 13条 （略） 

 

引用条文の整

備 

 

 

 

 

修学貸付につ

いて、借受人へ

の利便性の向

上を図るため、

貸付の単位を

引き下げるも

の 

 

 

現在、４月以外

の月から学年

が始まる学校

に修学した場

合、年度内に２

回に分けて申

込・貸付け等を

行っているの

で、1学年分を

１回で行える

ようにするも

の。 
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富山県市町村職員共済組合貸付規則（昭和 40年６月 17日規則第１号）の一部改正  新旧対照表 

（傍線部分は、改正箇所を示す） 

現        行 改   正   後 備  考 

 （償還期限及び金額） 

第 14条 高額医療貸付及び出産貸付以外の貸付けに係る貸付金は、次の各

号に掲げる貸付けの種類に応じ、当該各号に掲げる月数以内で理事長が

別に定める償還表により毎月元利均等により償還（以下この条において

「毎月償還」という。）するものとする。ただし、修学貸付の利息は、貸

し付けた  月の翌月から支払うものとする。 

 一～三 （略） 

 四 特別貸付のうちの修学貸付 当該貸付けの対象となった修学が終了

した月                             

                                  

                                  

              の翌月から 150月 

２ 住宅貸付を受けた借受人は、貸付金額が１０万円以上の場合において

は、前項の規定にかかわらず、貸付けを受けた月の翌月以後の最初の期

末手当等（法第２条第１項第６号に規定する期末手当等をいう。以下こ

の条において同じ。）の支給月から理事長が別に定めるところにより、前

項に規定する毎月償還と期末手当等からの償還を併用することができ

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、災害再貸付の貸付けを受けたときは、住

宅貸付又は災害貸付に係る未償還元利金（当該災害再貸付に係るものを

除く。）を一時に償還しなければならない。 

４ 理事長は、特別に事情があると認めたときは、第１項及び第２項の規

定にかかわらず、次の各号に掲げる貸付けの区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める期間を限度として元金の弁済を猶予することができる。こ

の場合において、当該猶予した期限に係る利息は、貸付けを受けた月の

翌月から支払うものとする。 

 一 普通貸付及び住宅貸付（第５条第４項に規定する在宅介護対応住宅

の場合において加算された額を含む。） 償還期間内において３月 

 二 災害貸付（第５条第４項に規定する在宅介護対応住宅の場合におい

て加算された額を含む。） 償還期間内において１年 

 （償還期限及び金額） 

第 14条 高額医療貸付及び出産貸付以外の貸付けに係る貸付金は、次の各

号に掲げる貸付けの種類に応じ、当該各号に掲げる月数以内で理事長が

別に定める償還表により毎月元利均等により償還（以下この条において

「毎月償還」という。）するものとする。ただし、修学貸付の利息は、貸

付けを受けた月の翌月から支払うものとする。 

 一～三 （略） 

 四 特別貸付のうちの修学貸付 当該貸付けの対象となった修学が終了

した日又は高等学校等の修業年限を満了した日のいずれか早い日の属

する月（借受人から申出があった場合において、修業年限の満了前に

償還を開始することについて、理事長が特に必要と認めた場合には、

その認めた日の属する月）の翌月から 150月 

２ 住宅貸付を受けた借受人は、貸付金額が１０万円以上の場合において

は、前項の規定にかかわらず、貸付けを受けた月の翌月以後の最初の期

末手当等（法第２条第１項第６号に規定する期末手当等をいう。以下こ

の条において同じ。）の支給月から理事長が別に定めるところにより、前

項に規定する毎月償還と期末手当等からの償還を併用することができ

る。 

（削る） 

 

 

３ 理事長は、特別に事情があると認めたときは、第１項及び第２項の規

定にかかわらず、次の各号に掲げる貸付けの区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める期間を限度として元金の弁済を猶予することができる。こ

の場合において、当該猶予した期限に係る利息は、貸付けを受けた月の

翌月から支払うものとする。 

  一 普通貸付及び住宅貸付（第５条第４項に規定する在宅介護対応住

宅の場合において加算された額を含む。） 償還期間内において３月 

 二 災害貸付（第５条第４項に規定する在宅介護対応住宅の場合におい

て加算された額を含む。） 償還期間外において１年 

 

貸付規則（準

則）に合わせた

文言修正 

 

修学貸付の元

金については、

子の修学期間

中は据え置く

こととされて

いたが、借受人

からの申出に

より修学終了

を待たずに元

金の償還を開

始できること

とするもの 

 

災害再貸付を

行う場合、既存

の住宅・災害住

宅貸付の一括

償還を不要と

するもの 

 

災害貸付の元

金の償還猶予

期間を、償還期

間外で１年と

するもの 
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現        行 改   正   後 備  考 

 三 （略） 

 四 特別貸付のうちの入学貸付 償還期間外において当該貸付けの対象

となった学校   の修業年限 

 五 特別貸付のうちの結婚貸付及び葬祭貸付 償還期間内において３月 

５ （略） 

６ （略） 

７ 借受人は、第１項、第２項、第４項、第５項又は前項の規定による償

還のほか理事長の定めるところにより未償還元利金の全部又は一部を随

時償還することができる。 

８ （略） 

９ 第１項、第４項、第５項及び第６項の規定にかかわらず、再任用職員

である組合員は、高額医療貸付及び出産貸付以外の貸付けに係る貸付金

を、貸付けを受けた月の翌月から地方公務員法第 28条の４第１項に規定

する任期の終了する月までに当該貸付金に償還が終了する月までの月数

に応じた利息に相当する額を加えた額を償還するものとし、理事長が別

に定める償還表により毎月元利均等により償還するものとする。 

10 （略） 

 

 （償還の手続き） 

第15条 理事長は、前条第１項、同条第２項、同条第４項後段、同条第５

項又は  第９項の規定による元利金の償還又は利息の支払いについて

は借受人の給与支給機関から当該元利金又は利息を給与支給日及び期末

手当等支給日に借受人の給与若しくは期末手当等（以下「給与等」とい

う。）から控除して払込みを受けるものとする。 

２ 前条第３項又は同条第７項の規定による償還をする場合又は給与等の

全部又は一部が支給されないため、償還金を給与等から控除できない場

合は、借受人は振込依頼書により所属所長を経て理事長に払い込むもの

とする。 

３・４ （略） 

 

 三 （略） 

 四 特別貸付のうちの入学貸付 償還期間外において当該貸付けの対象

となった高等学校等の修業年限 

（削る） 

４ （略） 

５ （略） 

６ 借受人は、第１項から前項まで          の規定による償

還のほか理事長の定めるところにより未償還元利金の全部又は一部を随

時償還することができる。 

７ （略） 

８ 第１項、第３項及び第４項の規定にかかわらず、再任用職員である組

合員は、高額医療貸付及び出産貸付以外の貸付けに係る貸付金を、貸付

けを受けた月の翌月から地方公務員法第 28 条の４第１項に規定する任

期の終了する月までに当該貸付金に償還が終了する月までの月数に応じ

た利息に相当する額を加えた額を償還するものとし、理事長が別に定め

る償還表により毎月元利均等により償還するものとする。 

９ （略） 

 

 （償還の手続き） 

第15条 理事長は、前条第１項、同条第２項、同条第３項後段、同条第４

項又は同条第８項の規定による元利金の償還又は利息の支払いについて

は借受人の給与支給機関から当該元利金又は利息を給与支給日及び期末

手当等支給日に借受人の給与若しくは期末手当等（以下「給与等」とい

う。）から控除して払込みを受けるものとする。 

２ 前条第６項       の規定による償還をする場合又は給与等の

全部又は一部が支給されないため、償還金を給与等から控除できない場

合は、借受人は振込依頼書により所属所長を経て理事長に払い込むもの

とする。 

３・４ （略） 

 

貸付規則（準

則）に合わせた

文言修正 

 

14条第３項の

削除に伴う項

番号の繰上げ

の整備 

 

 

14条第３項の

削除に伴う項

番号の繰上げ

の整備 

 

 

 

14条第３項の

削除に伴う項

番号の繰上げ

の整備 

 

 

14条第３項の

削除に伴う項

番号の繰上げ

の整備 
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現        行 改   正   後 備  考 

第 16条 （略） 

 

 （行為の制限） 

第 17条 借受人は、貸付金の償還が完了する以前に当該貸付けに係る不動

産について次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

 一 （略） 

 二 不動産の全部又は一部を           第三者に譲渡する

こと。 

 三 （略） 

 

第 18条～第 21条 （略） 

 

   附 則 

１～３ （略） 

 （第 14条第４項に規定する貸付金の利率の特例） 

４ 第 14条第４項に規定する貸付金の利率は、平成７年８月１日から特例

期間等の終了の日までの間においては、特例として第 14条第４項の規定

にかかわらず、財政融資資金利率が改定された日（理事長が必要と認め

る場合には、当該改定された日後３月以内の日で理事長の定める日）か

ら、年 1.72％とする。 

５ （略） 

第 16条 （略） 

 

 （行為の制限） 

第 17条 借受人は、貸付金の償還が完了する以前に当該貸付けに係る不動

産について次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

 一 （略） 

 二 不動産の全部又は一部を理事長の承認を得ないで第三者に譲渡する

こと。 

 三 （略） 

 

第 18条～第 21条 （略） 

 

   附 則 

１～３ （略） 

 （第 14条第３項に規定する貸付金の利率の特例） 

４ 第 14条第３項に規定する貸付金の利率は、平成７年８月１日から特例

期間等の終了の日までの間においては、特例として第 14条第３項の規定

にかかわらず、財政融資資金利率が改定された日（理事長が必要と認め

る場合には、当該改定された日後３月以内の日で理事長の定める日）か

ら、年 1.72％とする。 

５ （略） 

 

 

貸付対象とな

った不動産に

ついて、被災、

離婚など特別

な事情がある

場合で誠実に

償還が行われ

ているときに

は即時償還を

要しないこと

とするもの。 

 

 

14条第３項の

削除に伴う項

番号の繰上げ

の整備 

  



理  由  書 

 

 近年の貸付事業における残高の減少を踏まえ、今後の貸付事業の健全な運営を図るた

め、全国市町村職員共済組合連合会を通じて総務省自治行政局福利課に対して貸付事業

の利用促進を図るための貸付準則の改正を要請したところ、平成 27年２月 13日付けで

「地方公務員共済組合が行う貸付事業の取扱要領」等が一部改正され、併せて貸付準則

が改正されたので、この準則改正に準じ、修学貸付の限度額の引上げ及び災害再貸付時

の既存貸付の一括償還の廃止等を行うもの。 

 

 

 ＜主な変更点＞ 

 

 １ 入学貸付、修学貸付関係 

  ⑴ 貸付の対象となる教育機関に「中等教育学校※（後期課程に限る。）」を追加 

    ※ 中高一貫教育を６年間一体的に行なう学校。富山県内にはない。（片山学園は、併設型

であり該当しない。）全国で 50校程度、北信越では６校 

  ⑵ 修学貸付の限度額を現行の月 10万円から月 15万円に引き上げるとともに、貸

付けの単位を 10万円から１万円に引き下げる。 

    ※ 私立大学に組合員と別居で進学した場合などは、月 10万円では不足するため。 

  ⑶ 修学貸付における修学期間中の元金償還の据え置きについて、借受人からの申

し出により、修学終了前でも元金の償還を開始できるようにする。 

  ⑷ ４月以外の月から学年が始まる学校に修学した場合に対応するため、学年単位

で最高１年分の貸付けを可能にする。 

 

 ２ 住宅貸付関係 

   貸付対象となった不動産が第３者に譲渡された場合で、被災、離婚など特別な事

情があっても、今後も誠実に償還が行われると理事長が認めた場合は、貸付金の即

時償還を要しないよう要件を緩和する。 

 

 ３ 災害貸付関係 

  ⑴ 災害又は激甚災害で被災した組合員に対して、災害再貸付を行う場合、既存の

住宅貸付又は災害住宅貸付の未償還元利金の一括償還を求めないこととする。 

  ⑵ 通常の災害による災害貸付の元金の償還猶予期間について、現行は「償還期間

内
．
１年以内」としているが、被災組合員の負担軽減の観点から「償還期間外

．
１年

以内」とする。 




